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申  入  書

当法人は、当法人の 2025年 (令和 7年)3月 13日 付「質問書」に
対する貴社の回答を踏まえ、下記のとおり申入れをします。

記

【申入の趣旨】

1 ホーイズム株式会社「ご利用規約」の後記第 2条 4項の未成年者の法
定代理人同意みなし条項を消費者契約法第 10条 に適合するように改
めるよう申し入れます。

2 ホーイズム株式会社「ご利用規約」の後記第 9条のサービス適宜変更・

廃止条項を消費者契約法第 10条 に適合するように改めるよう申し入

れます。

3 ホーイズム株式会社「ご利用規約」の後記第 12条 5項の免責条項を
不当景品類及び不当表示防止法 22条 1項に適合するように改めるよ

う申し入れます

【申入の理由】

1 「第 2条 4項 (登録 )」 について
同条項は、「18歳未満の未成年者の方は定期コースの申込みをする

ことについて、法定代理人の同意を得ているものとみなします。」と規

定しています。
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しかしながら、未成年者が、法定代理人の同意を得ないで行つた契約

の申し込みは、原則として取り消しができ (民法 5条 1項、2項 )、 貴社

の同条項をもつて法定代理人の同意を擬制することはできません (「電

子商取引及び情報財取引等に関する準則」参照)。

この点、貴社は、「同意なしに購入されてしまうと弊社も困るのと、そ

の後の返金や停止の流れをするのに費用が発生してしまいます」といつ

た貴社の便宜のためだけに同条項を定めていることを認めており、同条

項は「消費者の権利を制限」する規定として消費者契約法 10条に抵触
し、無効となるものといえます。

よって、当法人は、貴社に対し、消費者契約法に照らして同条項を見

直して速やかに改善をされるよう要請します。

2 「第 9条 (サービスの変更・廃止 )」 について

同条項は、「当社は、その判断によリサービスの全部または一部を事前

の通知なく、適宜変更・廃止できるものとします。」と規定しています。

この点につき、貴社は「基本、弊社は既存で購入いただいているお客

様に変更を強要することはありません。」「万が一、既存の商品で既存

のお客様にサービス・商品を変更する場合は、同意をいただいた上で対

応 します。」と回答されていますが、そのような回答内容は、同条項自

体からは読み取れません。そのため、同条項は、「消費者の権利を制限

し又は消費者の義務を加重する」規定として、消費者契約法 10条 に抵

触 し、無効となるものといえます。

よって、当法人は、貴社に対し、消費者契約法に照らして同条項を見

直して速やかに改善をされるよう要請します。

3 「第 12条 5項 (商品の購入 )」 イこついて

同条項は、「当社商品を宣伝する他社または個人の広告サイ ト・アフ

ェリエイ トサイ ト等 (以下、「該当サイ ト」といいます)で記載している

内容について、当社は責任を負いません。」と規定しています。

この点につき、貴社は「弊社の方針として、法的な内容は守るように

取引先の ASP・ 代理店には依頼をしております。また、記事などは確認

をしております。」「その為、その確認をした後に勝手にアフィエイター

側などが変更をした場合などは、弊社の責ではないと記載 してお りま

す。」と回答していますが、貴社が確認 した記載内容自体に問題があれ
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ば、貴社が責任 を負 うのは当然です。また、不当景品類及び不当表示防

止法 22条 1項は、事後的に確認す るために必要な措置を採 ること、ま

た、不当な表示等が明 らかになつた場合における迅速かつ適切な対応 を

求めています。そのため、同条項は、不当景品類及び不当表示防止法 2

2条 1項に抵触 し、消費者保護の観点か らも問題のある規定 といえます。

よつて、当法人は、貴社に対 し、不当景品類及び不当表示防止法に照

らして同条項を見直 して速やかに改善をされ るよう要請 します。

4 本書に対する貴社見解 ご回答のお願い。
つ きま しては、本書に対す る貴社の見解 を、 2025年 (令和 7年 )

6月 30日 を目途に、文書にてご回答いただきます ようお願い します。

なお、本書の内容、本書に対す る貴社のご回答の有無・内容及び前回

の質問以降の経緯や内容等につきま しては、消費者被害防止の観点か ら、

当法人のホームページその他適宜の方法により公表 します。公表は、不

特定多数 の消費者 の利益保護 を図る差止請求権 を付与 された適格消費

者団体である当法人の責務 (消費者契約法第 23条 4項)で あることを

申し添えます。

第 2条 4項 (登録 )

18歳未満の未成年者の方は定期 コースの申込みをすることについて、

法定代理人の同意を得ているものとみな します。

第 9条 (サー ビスの変更・廃止 )

当社は、その判断によリサー ビスの全部または一部を事前の通知なく、

適宜変更・廃止できるものとします。

第 12条 5項 (商品の購入 )

当社商品を宣伝す る他社または個人の広告サイ ト・アフェ リエイ トサイ

ト等 (以下、 「該当サイ ト」 といいます )で記載 している内容 について、

当社は責任 を負いません。
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参照資料 電子商取引及び情報材取得等に関する準則 (P76,77抜粋)

2.説明

(1)原則

民法は、制限行為能力者について類型的に保護を行つている(民法第5条以下)。 未成年

者 (民法第4条)については、未成年者の法律行為には法定代理人の同意を必要とし、これ

に違反する法律行為は、取り消すことができる(民法第5条第1項、第2項)など、特に保護が

なされている。

姑面取引においては、容貌等の外観、身分証明書の提示等により、相手方が未成年者か

否かを比較的容易に判断することができる。他方、電子商取引においては、非対面の取引が

容易に行えるという意味で、未成年者が取引をする場合が従来の取引よりも増加すると考え

られる。そこで、取引の安全の観点からは、電子商取引については行為能力の規定を制限

的に適用すべきではないかとの考えもあり得るだろうが、このような問題は、非対面の取引一

般にいえることであり、電子商取引についてのみ例外を認める必要性は認められない。

なお、幼年者等の意思無能力者である未成年者が申込みを行った場合には、意思無能力

者は取引行為自体を有効に行うことができないため、契約は無効となる(民法第3条の2)56。

(2)法定代理人の同意がある場合

①電子契約における法定代理人の同意確認

未成年者から、未成年者であることを理由とした契約申込みの取消しの主張がされたと

しても、未成年者が申込みに当たり法定代理人の同意を得ている場合には、取消しの主

張は認められない
7。

ところで、オンライン上で行われる電子契約のプロセスでは、申込者が未成年者であるこ

との確認、また法定代理人の同意確認のいずれについても、姑面取引
。書面取引と比較し

て容易ではない。したがつて、事業者としては、取引の性質上未成年者による申込みが相

当程度予想される場合や、取引の対象や金額等から取消しによるリスクが高いと考えられ

る場合等においては、そのリスクと未成年者取消しを防止するシステムの構築に要するコ

スト負担のバランスや、取消しをめぐる事後的な紛争を回避することを考慮して、契約の申

込みの受付時に、申込者の年齢及び申込者が未成年者である場合の法定代理人の同意

を確認する手段を別途講じるか、確認し得るシステムを構築しておくことを検討することが

必要であろう。

法定代理人の同意確認の方法として、事業者として特に慎重を期するのであれば、電

5大判明治38年 5月 11日 民録11輯706頁。
6国
境を超えた取引についての行為能力については、Ⅳ 21「 日本の消費者が国外事業者と取引する場

合」2.(3)⑥を参照。
7法定代理人による追認も可能である。
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話。郵送等のオンライン以外の方法によつて確認する方法がある。他方、申込みのステップ

の中での一画面で、あるいは利用規約で、未成年者による申込みの場合は法定代理人の

同意が必要である旨を記載する場合については、この記載のみをもつて法定代理人の同

意ありと推定することは必ずしもできないため、他の要素と合わせて同意の有無を判断す

る必要がある
8。

さらに、未成年者が自ら申込手続を行うときには、画面上での操作を行うの

は未成年者自身であるから、法定代理人の同意を得ることが必要であるとの注意喚起を申

込みステップで表示する場合には、その理解力・注意力等を考慮した適切な画面設計 (文

字の大きさ、色、文章表現、携帯電話の場合には画面表示が小さいことを考慮したより分

かりやすい表示等)がされることも必要であると考えられる。

また、決済の手段として事業者がクレジットカードを指定する場合
9については、契約の

申込者である未成年者とクレジットカードの名義人が同一であれば、未成年者のクレジット

カードの作成時点で、クレジットカード作成についての法定代理人の同意がカード発行事

業者により厳格に確認されていると考えられる。したがつて、未成年者名義のクレジットカ

ードが発行されており、法定代理人がカード発行時に許容していたと想定される内容の売

買契約等について、未成年者がクレジットカード加盟店で同カードを指定してカード決済

を行う場合には、一般論としてはカード上限額内での個々の売買契約等に封しても法定代

理人の包括的な同意があったとの一応の推定が働く
10。
ただし、例えば未成年者が出会い

系サイトの決済にクレジットカードを利用したような場合等、法定代理人がクレジットカード

作成への同意時に必ずしも想定していなかつたと想定される加盟店との取引が行われた

場合には、個別の売買契約等について、取引の対象も考慮要素として、法定代理人の同

意の有無を判断することとなるであろう。

未成年者が、法定代理人のクレジントカ~ド情報を決済手段として入力する等、契約の

申込者とカード名義人が一致していない場合には、未成年者がカード情報を入力し得たこ

との一事をもつて、法定代理人の同意があったと推定するのは妥当ではない。クレジットカ

ード事業者は、名義人以外の者がカードを利用することを利用規約等で禁止しているのが

通例であって、利用規約等に違反した方法による決済を未成年者保護に反する形で肯定

するのは妥当ではないし、未成年者が法定代理人名義のカード情報を知るに至った経緯

(同意を得ているのか、無断使用か)を、カード情報が入力された事実のみから確実に判

8利用規約の拘束力の問題 (本準則 12-1-1「不可用規約の定型約款としての契約への組入れ」、122「定
型約款の規定が適用されないサイト利用規約の契約への組入れと契約締結後の規約変更Jを参照。)と、事

実として法定代理人の同意があつたといえるかの問題は、別の問題として捉えられるべきである。明確な警

告がされた上で、未成年者がなお虚偽の年齢・生年月日を入力した場合には、未成年者による詐術に当た

り得るかが検討される(後述)。
9本
論点では、決済手段についてクレジットカードとキャリア決済について触れるにとどまるが、近時はインタ

ーネット取引では電子マネーやコンビニ収納なども利用が増加している。
10このような場合については、カード上限額内でのカード決済が「処分を許した財産」(民法第5条第3項)の

処分に当たる場合もある。後掲脚注20も参照。
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